令和9年度に向けた税制改正・融資要望に関するアンケート
１．基本情報
(1)会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(2)部署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3)役職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(4)氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(5)電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(6)e-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(7)資本金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
(8)従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．【重点要望項目】軽油引取税の課税免除の特例について
(1)軽油引取税の免税特例（令和9年3月31日期限）の延長は、極めて厳しい局面にあります。この制度は、倉庫内で使用するフォークリフト等の燃料にかかる税（32.1円/ℓ）を免除するものですが、令和8年度税制改正で旧暫定税率が廃止されたとはいえ、特例が終了すれば本則分（15円/ℓ）が新たに課税されることとなります。現在、倉庫業の免税適用件数は国交省所管の10事業中でワースト2位と少なく、税務当局からは「特例打ち切り」の標的とされています。当協会は免税継続を求め最大限の交渉を行いますが、当局を納得させるには「どの範囲までなら守り切れるか」という、具体的な窮状を訴える必要があります。つきましては、要望活動を戦略的に進めるための判断材料として、貴社の実態を踏まえ、最もお考えに近い項目に〇をおつけください。※　　　⇐回答にはこちらをご使用ください。

①全体の延長が困難な場合は、「事業規模等」を考慮して限定的に継続を求める。
②全体の延長が困難な場合は、「取扱貨物やフォークリフトのスペック等」を限定してでも継続を求める。 
③全体の延長が困難な場合は、「地域を限定（臨港地区等）」してでも継続を求める。 
④その他（）

(2)(1)の回答を選択された理由を教えて下さい。（自由記載）

３．令和９年３月３１日に期限を迎える税制特例について
以下の税制特例は、倉庫業が活用できるもので、令和9年3月31日に期限を迎える税制特例です。日倉協事務局としては、会員事業者様における当該税制の認知度や活用状況等を把握することで、要望の位置づけを検討する際の参考資料とさせていただきたいと考えております。つきましては、貴社の状況に近い項目にチェックをしてください。
　　※回答の際には☑⇐こちらをコピーして貼り付けて下さい。
※カッコ内は令和9年度税制改正の事務局案を記載しています。
(1) 中小企業投資促進税制（重点要望）
①　□知っている　　　　　□知らない
　　②　□活用したことがある　□活用したことがない
　　③　□活用する予定がある　□活用する予定はない
　　④　□延長を要望する　　　□延長を要望しなくてもよい
(2) 中小企業経営強化税制(重点要望)
①　□知っている　　　　　□知らない
　　②　□活用したことがある　□活用したことがない
　　③　□活用する予定がある　□活用する予定はない
　　④　□延長を要望する　　　□延長を要望しなくてもよい
(3) 中小企業向け賃上げ促進税制(現行の特例措置を要望)
①　□知っている　　　　　□知らない
　　②　□活用したことがある　□活用したことがない
　　③　□活用する予定がある　□活用する予定はない
　　④　□延長を要望する　　　□延長を要望しなくてもよい
(4) 中小企業防災・減災投資促進税制(現行の特例措置を要望)
①　□知っている　　　　　□知らない
　　②　□活用したことがある　□活用したことがない
　　③　□活用する予定がある　□活用する予定はない
　　④　□延長を要望する　　　□延長を要望しなくてもよい
(5) 中小企業等経営強化法における先端設備等導入計画認定の支援制度である固定資産税の特例　(現行の特例措置を要望)
①　□知っている　　　　　□知らない
　　②　□活用したことがある　□活用したことがない
　　③　□活用する予定がある　□活用する予定はない
　　④　□延長を要望する　　　□延長を要望しなくてもよい
(6) 土地の取得に対する不動産取得税の税率の特例
(他の業界と共通するもので、関係団体へ要望する項目)
①　□知っている　　　　　□知らない
　　②　□活用したことがある　□活用したことがない
　　③　□活用する予定がある　□活用する予定はない
　　④　□延長を要望する　　　□延長を要望しなくてもよい
(7) 国際バルク戦略港湾及び国際コンテナ戦略港湾等の荷さばき施設等に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例
(他の業界と共通するもので、関係団体へ要望する項目)
①　□知っている　　　　　□知らない
　　②　□活用したことがある　□活用したことがない
　　③　□活用する予定がある　□活用する予定はない
　　④　□延長を要望する　　　□延長を要望しなくてもよい
(8) 土地に係る固定資産税(負担調整措置) 
(他の業界と共通するもので、関係団体へ要望する項目)
①　□知っている　　　　　□知らない
　　②　□活用したことがある　□活用したことがない
　　③　□活用する予定がある　□活用する予定はない
　　④　□延長を要望する　　　□延長を要望しなくてもよい
４．特例措置の実現を再度要望する項目について
以下3項目につきましては当協会が長年にわたり要望を行っていますが、未だ実現していない状況にあり、今後の要望のあり方について事務局内で検討が必要なものと考えております。つきましては当該項目に関して貴社のお考えに最も近いものに〇をつけてください。※　　　⇐回答にはこちらをご使用ください。
(1) 倉庫業に対する事業所税の全面非課税
① 引き続き全面非課税で要望すべき
② 課税免除の特例の拡充要望（例：減額率の引き上げ等）に切り替えて要望するべき
③ 「全面」が難しければ、「保管エリア（荷物を置く場所）だけ」を非課税にするなど、実現しやすい段階的な緩和を優先すべき
④ 災害時の拠点となる倉庫など、公共性の高い施設に絞って要望すべき
 （理由：BCP拠点としての役割を強調し、「社会インフラを守るための特例」として   
説得力を高めるため）
⑤当面の要望は見送り、今後の推移を見守るべき
⑥その他
(2)土地に係る固定資産税等の負担軽減（課税標準を2分の1）
①引き続き課税標準を2分の1で要望するべき
②課税標準の軽減の率を下げて要望するべき
③災害時の拠点となる倉庫など、公共性の高い施設に絞って要望すべき 
（理由：BCP拠点としての役割を強調し、「社会インフラを守るための特例」として説
得力を高めるため）
④当面の要望は見送り、今後の推移を見守るべき
⑤その他


(3)減価償却制度の見直し（倉庫用建物等の法定耐用年数の短縮）
① 引き続き、倉庫用建物等の耐用年数を一律に短縮するよう強く要望すべき。
② 全てを一律に短縮するのが難しければ、まずは自動化設備を導入した最新倉庫や、劣化の早い特殊倉庫に絞って、先行して短縮するよう要望すべき。
 （理由：施設の「機能や種類」に応じた個別対応を求めることで、国が検討しやすくするため）
③ 当面の要望は見送り、今後の推移を見守るべき
④その他
５．その他例年要望している項目について
以下はその他例年当協会が要望している要望項目です。当協会としての要望の位置づ
けを検討する際の参考資料とさせていただきたいと考えております。
(1)この中で最も要望してほしい項目をお選びください。
　※　　　⇐回答にはこちらをご使用ください。
①法人実効税率の引き下げ
②法人税の納付期限の延長
③印紙税の廃止
④償却資産に係る固定資産税の廃止
⑤減損会計に伴う固定資産税等の評価損の損金化
⑥繰越欠損金の控除に係る制限の撤廃
⑦受取配当金の益金不算入制度の見直し
⑧貸倒引当金制度の復活
⑨事業承継税制の特例の恒久化
⓾わからない
(2)(1)の回答を選択された理由をお答えください。

(3)その他税制改正要望に関するご意見等があれば教えてください。

６．政府系金融機関に対する要望項目について
(1)貴社が倉庫の新設、設備投資を検討される際、資金調達について主にどの機関
へ相談されますか。（複数回答可）
※　　　⇐回答にはこちらをご使用ください。
① 民間金融機関（メインバンク、地方銀行等）
② 政府系金融機関（日本政策投資銀行、日本政策金融公庫、商工中金、沖縄公庫等）
③ 公的支援機関（鉄道・運輸機構（JRTT）等）
④ リース会社 
⑤ その他
(2)当協会では、政府系金融機関に対し、例年融資要望を行っておりますが、倉庫業界からの要望としてどのような要望をされることを期待しますか。（複数回答可）
※　　　⇐回答にはこちらをご使用ください。
①昨今の原油高・物価高・金利上昇に対応した、超低利かつ機動的な「緊急経営安定支援融資」の創設 
②国が現在検討している港湾ロジスティクス強化に向け、港湾地区における経年化した倉庫を「次世代倉庫」として再編・集約する場合における無利子貸付などの支援
③暑さ対策に資する機器の導入に対する低金利優遇措置の創設
④一定の要件を満たす優良な投資計画等に対する「融資審査手続の簡素化・迅速化」の実現 （例：物流効率化法の認定計画に基づき投資を行う場合など）
⑤建物の法定耐用年数と同じ期間までの融資期間の延長
⑥わからない
⑦その他（）




(3)物流効率化法の認定を受けた事業者様に対するメリットの一つに鉄道・運輸機構（JRTT）による資金の出資及び貸付がありますことをご存知ですか。
※　　　⇐回答にはこちらをご使用ください。
①知っている
②知らない
(4)(3)で①「知っている」と回答された方にお伺いします。
当該機構の資金の出資等について課題やご要望がありましたら教えて下さい。
（自由記載）



(5)その他融資要望に関するご意見等がありましたら教えてください。


